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NIRA 研究報告書   

『日本再生のための処方箋』 

(Policy Options for Japan’s Revival) 
                    

東日本大震災からの復旧・復興や、また、最近では財政再建に関する議論が注目さ

れる一方、成長に向けた政策論議が後回しにされている。日本が再生するためには、

復旧・復興や財政再建が重要であることは論をまたないが、それと整合的な長期的な

成長戦略が欠如すれば、経済は再び停滞してしまうだろう。今こそ、日本の再生に向

けた総合的な政策を講じる必要がある。 
ここに公表する星岳雄教授1とアニル・カシャップ教授2による共同研究『日本経済

が再生するための政策のあり方』は、東日本大震災からの復旧・復興を目指すなかで、

日本のとるべき成長戦略と政策運営のあり方について論じたものである。 
そこでは、成長を回復するための処方箋として、規制改革（事業活動コストの削減、

ゾンビ企業保護の撤廃や規制緩和、成長特区の導入）、開国政策（貿易自由化、農業保

護の削減、移民政策）、財政・金融政策（持続可能な財政、デフレ脱却）の３つの政策

分野に関する具体的な提言がされている。 
1． NIRA 客員研究員/カリフォルニア大学サンディエゴ校国際関係・環太平洋研究大学院教授 

2． NIRA 客員研究員/シカゴ大学ブース・ビジネススクール教授 

 
＊本報告書の全文（英文）は、NIRA ホームページに本日、掲載します。 

また、日本語全訳は、後日公表する予定です。 
 
NIRA 研究報告書『日本再生のための処方箋』 

http://www.nira.or.jp/outgoing/report/entry/n120608_643.html 
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■総合研究開発機構（National Institute for Research Advancement） 

総合研究開発機構(NIRA)は、わが国の経済社会の活性化・発展のために大胆かつタイム
リーに政策提言や政策課題の論点などを提供する民間の独立した研究機関です。学者や
研究者、専門家のネットワークを活かして、公正・中立な立場から公益性の高い活動を
行い、わが国の政策論議を一層活性化し、政策形成過程に貢献していくことを目指して
います。     
研究分野としては、国内の経済社会政策、国際関係、地域に関する課題をとりあげます。 
1974 年政府認可法人として設立後、2007 年財団法人を経て、2011 年 2 月に「公益財法
人」に認定されました。 
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